
解析対象地区の選定について 

１ 東北地方太平洋沖地震に対する解析対象地区の選定について 

東北地方太平洋沖地震において、大きな計測震度が観測された石油コンビナート等特別防

災区域（以下、「特防区域」という。）を解析対象地区の候補として選定した。 

 地震動の大きさを示す指標としては、計測震度の他に最大加速度や最大速度等がある。石油

タンクの浮き屋根の耐震安全性の確認については、やや長周期の地震動が課題となり、地震動

の速度応答が重要となるが、石油タンク本体の耐震性の確認については、主に短周期地震動が

課題となり、この場合、地震動の加速度応答が重要となる。最大加速度や最大速度は、地震動

の時刻歴におけるある瞬間のピーク値を示したものであり、実際の地震において、当該ピーク

値により屋外タンク貯蔵所が振動され続けるわけではない。一方、計測震度は、加速度波形を

フィルター処理することにより概ね 0.1 秒から１秒までの周期帯を強調した指標である（【参

考】計測震度の算出方法）。当該周期帯は、屋外貯蔵タンク本体の固有周期と比較的一致する

ことから、解析対象地区の選定基準として計測震度を提案する。 

  また、地盤は、それ自体がその物性から規定される固有周期を持っており、震源過程の周期

特性と併せて地震動の特性が評価され、地震動の周期を考慮した評価が重要である。とりわけ

短周期地震動は、液状化や地盤変状等の影響に大きく寄与している。地盤の解析についてもタ

ンク本体と同様に、最大加速度や最大速度等の瞬間のピーク値は参考となるが、計測震度のよ

うな短周期の周期帯を強調した指標を用いることを提案する。 

以上のような考え方に基づいて、解析候補地区をリストアップすると図１のようになる。 
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特防区域近傍の計測震度（計測震度の上位３カ所、防災科学技術研究所（K-NET、KiK-net）） 

 

図１ 解析候補地区 

 

これらの解析候補地区の中から、近隣での観測記録の状況や位置関係等を考慮した上で、

２地区を解析対象地区として選定する。 
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２ 南海トラフ地震に対する解析対象地区の選定について 

全国の特防区域を管轄する市町村のうち、中央防災会議から公開されている南海トラフ地

震の市町村別想定震度が震度７の特防区域の最大計測震度を確認し、最大計測震度の大きい

地区を解析候補地区に選定すると、表１のようになる。 

 

表１ 南海トラフ地震の市町村別震度と特防地域の最大計測震度 

都道府県名 市区町村名 市町村別震度 特防区域名 最大計測震度 

A 県 G 市 ７ M 地区 6.3 

B 県 H 市 ７ N 地区 6.4 

C 県 I 市 ７ O 地区 6.8 

D 県 J 市 ７ P 地区 6.4 

E 県 K 市 ７ Q 地区 6.5 

F 県 L 市 ７ R 地区 6.8 

※ 最大計測震度は、３次メッシュデータ（１ｋｍ範囲）からコンビナート地区を概ねカバー

するよう抽出したもの。 

 

これらの解析候補地区の中から２地区を解析対象地区として選定する。 
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【参考】計測震度の算出方法 

 

 計測震度は、震度計内部で以下のようなディジタル処理によって計算されます。 

2000年１０月６日に発生した鳥取県西部地震の米子市（計測震度＝５．１）を例に示します。  

1.ディジタル加速度記録３成分（水平動２成分、上下動１成分）（図１）のそれぞれの フーリエ

変換（図２）を求める。 

2.地震波の周期による影響を補正するフィルター（図３）を掛ける。 

3.逆フーリエ変換を行い、時刻歴の波形（図４）にもどす。  

4.得られたフィルター処理済みの３成分の波形をベクトル的に合成をする。  

5.ベクトル波形（図５）の絶対値がある値 a 以上となる時間の合計を計算したとき、これがち

ょうど 0.3秒となるような a を求める。この例ではａ＝１２７．８５ｇａｌとなる。 

6.5.で求めた a を、 I = 2 log a + 0.94 により計測震度 Ｉ を計算する。計算された Iの小

数第３位を四捨五入し、小数第２位を切り捨てたものを計測震度とする。 

  

地震情報などにより発表される震度階級は、観測点における揺れの強さの程度を数値化した計

測震度から換算されるものです。（表１） 

表１ 気象庁震度階級表 

震度階級 計測震度 震度階級 計測震度 

０ 0.5未満 ５弱 4.5以上 5.0 未満 

１ 0.5以上 1.5 未満 ５強 5.0以上 5.5 未満 

２ 1.5以上 2.5 未満 ６弱 5.5以上 6.0 未満 

３ 2.5以上 3.5 未満 ６強 6.0以上 6.5 未満 

４ 3.5以上 4.5 未満 ７ 6.5以上 

 

図１ オリジナルの加速度波形 

気象庁 HP より引用 
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図２ オリジナル加速度波形の周波数スペクトル 

 

図３ 震度計算のためのフィルター特性 
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図４ フィルター補正後の加速度波形 

  

 

図５ フィルター後の３成分合成加速度 
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